
UPZ圏内の学校・保育所等の防護措置

 愛媛県では、施設敷地緊急事態により市（町）災害対策本部から帰宅指示が出された場合は、児童
等を保護者に引き渡し、引き渡しが出来ない児童等は屋内退避を実施する。市（町）災害対策本部
から避難指示が発出された場合は、職員は未引き渡し児童等とともに避難を行う。

 校長、園長等は随時、市（町）災害対策本部と連携を図る。
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警戒事態発生
（例 大地震（震度6弱）、大津波）

国

教育機関数 児童・生徒数

保育所・
幼稚園等

62 3,325人

小学校 44 5,304人

中学校 18 2,857人

高等学校 10 3,235人

特別支援学校 2 186人

合 計 136 14,907人

原子力
事業者

愛媛県

保護者

保護者へ引渡し

関係市町

「原子力災害発生時
の避難行動計画」
によって行動開始

児童等を屋内へ誘導
（校舎内誘導）

人員確認
保護者連絡

避難指示

帰宅指示

UPZ 圏内の教育機関数
（予防避難ｴﾘｱを除く）

平成26年5月1日時点

役割分担表に基づき職員を配置

未引き渡し児童及び職員の避難

※ 山口県のUPZ圏内に学校・保育所等は存在しない



UPZ圏内における在宅の避難行動要支援者の防護措置

 在宅の避難行動要支援者及び同居者並びに屋内退避や避難に協力してくれる支援者に対し、防災
行政無線、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、TV、ﾗｼﾞｵ等を用いて情報提供を行い、在宅の避難行動要支援者
の屋内退避・一時移転等を実施。

 連絡が通じない場合は、関係市町職員や消防団員等が、屋内退避・一時移転等の協力を実施予定。

 一時移転等が必要となった在宅の避難行動要支援者は、関係市町が準備した避難先に一時移転等
を行う。なお、介護ﾍﾞｯﾄﾞ等が必要な在宅の避難行動要支援者は福祉避難所等へ移動する。

5～30Km圏内

愛媛県

や わた はま し

八幡浜市 3,608人（3,608人）

おお ず し

大洲市 1,887人（1,097人）

せい よ し

西予市 1,309人（ 840人）

う わ じま し

宇和島市 105人（ 40人）

い よ し

伊予市 9人（ 7人）

うち こ ちょう

内子町 0人（ 0人）

合 計 6,918人（5,592人）

UPZ 圏内の在宅の避難行動要支援者数（暫定値）
（予防避難ｴﾘｱを除く）

※1 （ ）内は支援者有り
※2 数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値
※3 支援者がいない者については、今後支援者を確保していく。また、支援者が確保

できない場合においても、緊急時に消防団や自主防災組織等の避難支援等関係
者と情報を共有し、避難支援等関係者による屋内退避・一時移転等の支援ができ
る体制を整備中。 79

同居者・支援者

関係市町職員
・消防団員等

屋内退避

連絡等

福祉避難所等
（175施設）

避難先

協力

一時移転等

移動

防災行政無線・緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ・TV・
ﾗｼﾞｵ等による情報提供

関係市町災害対策本部

在宅避難行動
要支援者

山口県
かみのせきちょう

上関町 0人（ 0人）



UPZ圏内の一時移転に必要となる輸送能力の確保

※不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（自衛隊、警察、消防、海保庁）に支援を要請

UPZ圏内で一時移転の対象となる区域はその一部に留まることが想定され、また、一時移転は1週間程度内に実施す
る。愛媛県では、一時移転が必要となった場合の輸送能力の確保については、
 愛媛県が、県内のﾊﾞｽ会社から必要となる輸送手段を調達
 愛媛県内の輸送手段では不足する場合、他県との応援協定に基づき、隣接県等から輸送手段を調達
により必要な輸送能力を確保する。

山口県では、上関町が町定期船を輸送手段として確保することにより必要な輸送能力を確保する。

上記手段により確保した輸送手段で対応できない場合、原子力災害対策本部からの依頼に基づき、国土交通省が関
係団体、関係事業者に対し、協力を要請する。

愛媛県内のﾊﾞｽ会社 保有台数

32社 873台
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県名 保有台数

香川県 645台

徳島県 511台

高知県 589台

計 1,745台

四国各県保有ﾊﾞｽ台数

UPZ UPZ

PAZ PAZ

かみのせきちょう
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UPZ圏内における離島（愛媛県八幡浜市大島）の防護措置
やわたはま し おおしま

※不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（自衛隊、警察、消防、海保庁）に支援を要請

八幡浜港

大島港

八幡浜市災害対策本部

大島港

大島地区
人口：267人

PAZ

大島

地大島

※地大島は居住者なし

大島産業振興ｾﾝﾀｰ
（放射線防護施設）

収容可能者数：202人

市民ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ
（一時集結所）

避難経路：

大島港→［船舶移動（定期船・自家用船舶等）］→八幡浜港→市民ｽﾎﾟｰ

ﾂｾﾝﾀｰ（一時集結所）→愛媛県総合運動公園（避難経由所（松山市））

 八幡浜市は、一時移転等の指示が出た場合は大島の自主防災組織等に対して大島産業振興ｾﾝﾀｰ（放射線防護対策施
設）へ要員の配置を依頼。

 住民に対しては、防災行政無線（同報系）、広報車、拡声器、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ等を活用して情報を伝達。

 住民は、大島港まで徒歩等で移動した後、大島港から定期船、自家用船舶等により八幡浜港へ移動。

 八幡浜港から市民ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ（一時集結所）へ徒歩、市公用車等で移動後、市・県が手配するﾊﾞｽ等により松山市の愛媛

県総合運動公園（避難経由所）に移動。その後、松山市の指示する広域避難所に避難。
 ﾋﾟｽﾄﾝ輸送による船舶避難時において一度に乗り切れなかった人や、悪天候等で船舶による避難が困難な場合は、船舶避

難ができるようになるまで大島産業振興ｾﾝﾀｰにおいて屋内退避を実施。

や わた はま し おお しま おお しま

おお しま おお しま や わた はま

や わた はま まつ やま し

まつ やま し

おお しま

おお しま

おお しま

おお しま

おお しま

おお しま

おお しま

や わた はま し

じ おお しま

じ おお しま

や わた はま

まつ やま し

や わた はま
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UPZ圏内における離島（愛媛県宇和島市嘉島）の防護措置
う

嘉島地区
人口：100人

UPZ嘉島港
（一時集結所）

UPZ

PAZ

※不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（自衛隊、警察、消防、海保庁）に支援を要請

宇和島市災害対策本部

 宇和島市は、一時移転等の指示が出た場合は嘉島港（一時集結所）に市職員2名を配置。
 住民に対しては、防災ﾗｼﾞｵ、屋外放送設備、拡声器、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ等を活用して情報を伝達。

 住民は、嘉島港まで徒歩で移動した後、船舶により避難。

 嘉島港から宇和島港までは、定期船、自家用船舶、宇和島市公用船等で移動し、宇和島港から避難先施設となる市内の三

間町公共施設に市・県が手配するﾊﾞｽ等により避難を実施。
 ﾋﾟｽﾄﾝ輸送による船舶避難時において一度に乗り切れなかった人や、悪天候等で船舶による避難が困難な場合は、船舶避

難ができるようになるまで嘉島小学校（一時避難所）において屋内退避を実施。

かしま

避難経路：

嘉島港（一時集結所）→［船舶移動（定期船・自家用船舶、宇和島市公用船等）］→宇和島港→三間町公共施設（避難先施設）

わ しじま

宇和島港

か しまう わ じま し

か しま

か しま

か しま

う わ じま し う わ じまう わ じま み

ま ちょう

か しま

か しま

か しま

嘉島小学校
（一時避難所）

か しま

三間町公共施設
（避難先施設）へ避難

み ま ちょう

う わ じま し う わ じま み ま ちょう

う わ じま

う わ じま し
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 上関町は、一時移転等の指示が出た場合は八島ふれあいｾﾝﾀｰ（島内集合場所）及び上関町立中央公民館（島外
避難所）に町職員2名1組を配置。

 住民に対しては、防災行政無線（同報系）、広報車、拡声器、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ等を活用して情報を伝達。

 住民は、八島ふれあいｾﾝﾀｰに徒歩、町公用車で移動した後、八島港から船舶により避難。

 八島港から室津港までは、かみのせき丸（町定期船）、漁船で移動し、室津港から島外避難所となる上関町立中央
公民館へ徒歩、町公用車で移動。

 船舶による避難が困難な場合は、船舶避難ができるようになるまで八島ふれあいｾﾝﾀｰにおいて屋内退避を実施。

UPZ圏内における離島（山口県上関町八島）の防護措置
かみのせきちょうやしま

上関町立中央公民館
（島外避難所）

八島地区
人口：34人

避難経路：

八島ふれあいｾﾝﾀｰ（島内集合場所）→八島港→
［船舶移動（かみのせき丸）］→室津港→上関町立中央公民館（島外避難所）

室津港上関町災害対策本部
かみのせきちょう

UPZ

八島港

八島ふれあいｾﾝﾀｰ
（島内集合場所）

UPZ
PAZ

※不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（自衛隊、警察、消防、海保庁）に支援を要請

かみのせきちょう かみのせきちょう

や しま

むろ つ

かみのせきちょう

や しま

や しま

や しま や しま

むろ つ かみのせきちょう

かみのせきちょう

や しま や しま

や しま むろ つ むろ つ

や しま



他の地方公共団体からの応援計画

 原子力災害又は地震、津波との複合災害が発生した場合、国からの支援のほか、愛媛県及び山口
県に対する関係地方公共団体からの支援策として、9つの応援協定等が締結されている。

㋐愛媛県と山口県の確認事項について
（平成24年3月1日）

【応援内容】

①連絡通報について
②情報交換会の開催等について
③愛媛県ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰへの山口県職員の受入れ
について

④原発事故により愛媛県から避難される方々
の受入れについて

㋐愛媛県と大分県の確認事項について
（平成23年9月1日）

【応援内容】

①連絡通報について
②情報交換会の開催等について
③愛媛県ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰへの大分県職員の受入れ
について

④原発事故により愛媛県から避難される方々
の受入れについて

㋑中国・四国地方の災害等発生時の広域支援に
関する協定（平成24年3月1日）

【対象】

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、
香川県、愛媛県、高知県
【応援内容】

①食料、飲料水、生活必需物資及びその供給に必要な資
機材の提供

②被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要
な物資及び資機材の提供

③避難、救援、消火、救急活動等に必要な車両、舟艇及
び航空機の派遣及びあっ旋並びに資機材の提供

④医療、救援、応急復旧等に必要な医療職、技術職、技
能職等の職員の派遣

⑤避難者を受け入れるための施設の提供
⑥前各号に定めるもののほか特に要請のあった事項

㋐危機事象発生時の四国４県広域応援に
関する基本協定（平成19年2月5日）

【対象】

徳島県、香川県、愛媛県、高知県
【応援内容】

①物資及び資機材の提供
②施設、設備及び機器の使用又は貸与
③職員の派遣
④試験検査等の実施その他の役務の提供
⑤前各号に掲げるもののほか、特に要請のあった
事項

㋑
㋒

㋓原子力災害時の相互応援に関する協定
（平成13年1月31日）

【対象】

北海道、青森県、宮城県、福島県、茨城県、新潟県、
石川県、福井県、静岡県、京都府、島根県、愛媛県、
佐賀県、鹿児島県
【応援内容】

①原子力防災資機材の提供
②職員の派遣
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㋒九州・山口9県災害時応援協定
（平成23年10月31日）

【対象】

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、
鹿児島県、沖縄県、山口県
【応援内容】

①職員の派遣
②食料、飲料水及び生活必需品の提供
③避難施設及び住宅の提供
④緊急輸送路及び輸送手段の確保
⑤医療支援
⑥その他応援のため必要な事項

㋒関西広域連合と九州地方知事会との災害時の
相互応援に関する協定（平成23年10月31日）

【対象】

関西広域連合（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌
山県、鳥取県、徳島県、京都市、大阪市、堺市、神戸
市）、九州地方知事会（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本
県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県、山口県）
【応援内容】

①職員の派遣
②食料、飲料水及び生活必需品の提供
③避難施設及び住宅の提供
④緊急輸送路及び輸送手段の確保
⑤医療支援
⑥その他応援のため必要な事項

㋐

㋑中国5県災害等発生時の広域支援に関する協定
（平成24年3月1日）

【対象】

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
【応援内容】

①食料、飲料水、生活必需物資及びその供給に必要な資
機材の提供

②被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要
な物資及び資機材の提供

③避難、救援、消火、救急活動等に必要な車両、舟艇及
び航空機の派遣及びあっ旋並びに資機材の提供

④医療、救援、応急復旧等に必要な医療職、技術職、技
能職等の職員の派遣

⑤避難者を受け入れるための施設の提供
⑥前各号に定めるもののほか特に要請のあった事項

㋓

㋓全国都道府県における災害時等の広域
応援に関する協定（平成24年5月18日）

【応援内容】

①人的支援及び斡旋
②物的支援及び斡旋
③施設又は業務の提供及び斡旋
④その他特に要請のあったもの


